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指定居宅サービス事業者に係る関係条文

（指定居宅サービス事業者の指定）

第七十条 第四十一条第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところによ

り、居宅サービス事業を行う者の申請により、居宅サービスの種類及び当該

居宅サービスの種類に係る居宅サービス事業を行う事業所（以下この節にお

いて単に「事業所」という ）ごとに行う。。

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、第一号から第三号ま

で、第五号から第七号まで、第九号又は第十号（病院等により行われる居宅

療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる訪問看護、訪問リハビ

リテーション、通所リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に係る指

定の申請にあっては、第二号から第十一号まで）のいずれかに該当するとき

は、第四十一条第一項本文の指定をしてはならない。

一 申請者が法人でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十四

条第一項の厚生労働省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員

数を満たしていないとき。

三 申請者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備

及び運営に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすること

ができないと認められるとき。

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で

政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

六 申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定によ

り指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者

（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの

処分に係る行政手続法第十五条 の規定による通知があった日前六十日以内

に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準

ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問

わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第五節にお

いて同じ ）又はその事業所を管理する者その他の政令で定める使用人（以。

下「役員等」という ）であった者で当該取消しの日から起算して五年を経。

過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない病院等であ

る場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該病院等の管理

者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含

む ）であるとき。。
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七 申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の二十九第六項の規定によ

る指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条 の規定による通知があっ

た日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に

第七十五条 の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止につ

いて相当の理由がある者を除く ）で、当該届出の日から起算して五年を経。

過しないものであるとき。

八 前号に規定する期間内に第七十五条の規定による事業の廃止の届出があ

った場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に

係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く ）の役員。

等又は当該届出に係る法人でない病院等（当該事業の廃止について相当の

理由があるものを除く ）の管理者であった者で、当該届出の日から起算し。

て五年を経過しないものであるとき。

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著し

く不当な行為をした者であるとき。

十 申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から前号までのいずれか

に該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者が、法人でない病院等で、その管理者が第四号から第九号まで

のいずれかに該当する者であるとき。

３ 都道府県知事は、介護専用型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施

設に入居している要介護者について行われる特定施設入居者生活介護をいう。

以下同じ ）につき第一項の申請があった場合において、当該申請に係る事。

業所の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府

県が定める区域とする ）における介護専用型特定施設入居者生活介護の利。

用定員の総数及び地域密着型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数の合

計数が、同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事

業支援計画において定めるその区域の介護専用型特定施設入居者生活介護の

必要利用定員総数及び地域密着型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総

数の合計数に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によって

これを超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険事業

支援計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第四十一条第

一項本文の指定をしないことができる。

４ 都道府県知事は、混合型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施設以

外の特定施設に入居している要介護者について行われる特定施設入居者生活

介護をいう。以下同じ ）につき第一項の申請があった場合において、当該申。

請に係る事業所の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により

当該都道府県が定める区域とする ）における混合型特定施設入居者生活介護。

の推定利用定員（厚生労働省令で定めるところにより算定した定員をいう ）。

の総数が、同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険

事業支援計画において定めるその区域の混合型特定施設入居者生活介護の必
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要利用定員総数に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によ

ってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険

事業支援計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第四十一

条第一項本文の指定をしないことができる。

５ 都道府県知事は、第四十一条第一項本文の指定（特定施設入居者生活介護

その他の厚生労働省令で定める居宅サービスに係るものに限る ）をしようと。

するときは、関係市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通知し、相

当の期間を指定して、当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村

介護保険事業計画との調整を図る見地からの意見を求めなければならない。

（指定の更新）

第七十条の二 第四十一条第一項本文の指定は、六年ごとにその更新を受けな

ければ、その期間の経過によって、その効力を失う。

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条におい

て「指定の有効期間」という ）の満了の日までにその申請に対する処分がさ。

れないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされる

までの間は、なおその効力を有する。

、３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は

従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。

４ 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。

（指定居宅サービス事業者の特例）

第七十一条 病院等について、健康保険法第六十三条第三項第一号の規定によ

る保健医療機関又は保険薬局の指定があったとき（同法第六十九条の規定に

より道号の指定があったものとみなされたときを含む ）は、その指定の時に、。

当該病院等の開設者について、当該病院等により行われる居宅サービス（病

院又は診療所にあっては居宅療養管理指導その他厚生労働省令で定める種類

の居宅サービスに限り、薬局にあっては居宅療養管理指導に限る ）に係る第。

四十一条第一項本文の指定があったものとみなす。ただし、当該病院等の開

設者が、厚生労働省令で定めるところにより別段の申出をしたとき、又はそ

の指定の時前に第七十七条第一項若しくは第百十五条の二十九第六項の規定

により第四十一条第一項本文の指定を取り消されているときは、この限りで

はない。

２ 前項の規定により指定居宅サービス事業者とみなされた者に係る第四十一

条第一項本文の指定は、当該指定に係る病院等について、健康保険法第八十

条の規定により保健医療機関又は保険薬局の指定の取消しがあったときは、

その効力を失う。

第七十二条 介護老人保健施設又は介護療養型医療施設について、第九十四条

第一項の許可又は第四十八条第一項第三号の指定があったときは、その許可
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又は指定の時に、当該介護老人保健施設又は介護療養型医療施設の開設者に

ついて、当該介護老人保健施設又は介護療養型医療施設により行われる居宅

サービス（短期入所療養介護その他厚生労働省令で定める居宅サービスの種

類に限る ）に係る第四十一条第一項本文の指定があったものとみなす。ただ。

し、当該介護老人保健施設又は介護療養型医療施設の開設者が、厚生労働省

令で定めるところにより、別段の申出をしたときは、この限りではない。

２ 前項の規定により指定居宅サービス事業者とみなされた者に係る第四十一

条第一項本文の指定は、当該指定に係る介護老人保健施設又は介護療養型医

療施設について、第九十四条の二第一項の規定により許可の効力が失われた

とき若しくは第百四条第一項若しくは第百十五条の二十九第六項の規定によ

り許可の取消しがあったとき、又は第百七条の二第一項の規定により許可の

効力が失われたとき若しくは第百十四条第一項若しくは第百十五条の二十九

第六項の規定により指定の取消しがあったときは、その効力を失う。

（指定居宅サービス事業者の基準）

第七十三条 指定居宅サービス事業者は、次条第二項に規定する指定居宅サー

ビスの事業の設備及び運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に

応じて適切な指定居宅サービスを提供するとともに、自らその提供する指定

居宅サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に指

定居宅サービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努めなけれ

ばならない。

２ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスを受けようとする被保険者

から提示された被保険者証に、第二十七条第七項第二号（第二十八条第四項

及び第二十九条第二項において準用する場合を含む ）若しくは第三十二条第。

六項第二号（第三十三条第四項及び第三十三条の二第二項において準用する

場合を含む ）に掲げる意見又は第三十条第一項後段若しくは第三十三条の三。

第一項後段に規定する意見（以下「認定審査会意見」という ）が記載されて。

いるときは、当該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定居宅

サービスを提供するように努めなければならない。

第七十四条 指定居宅サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、厚生

労働省令で定める基準に従い厚生労働省令で定める員数の当該指定居宅サー

ビスに従事する従業者を有しなければならない。

２ 前項に規定するもののほか、指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関

する基準は、厚生労働大臣が定める。

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営

に関する基準（指定居宅サービスの取扱いに関する部分に限る ）を定めよう。

。とするときには、あらかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない

４ 指定居宅サービス事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法

律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂
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行しなければならない。

（変更の届出等）

第七十五条 指定居宅サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所

在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は当該指定居

宅サービスの事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、厚生労働省

令で定めるところにより、十日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なけ

ればならない。

（報告等）

第七十六条 都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス費の支給に関し

て必要があると認めるときは、指定居宅サービス事業者若しくは指定居宅サ

ービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者

（以下この項において「指定居宅サービス事業者であった者等」という ）に。

対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅サービス

事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅サービス事

業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に対して質問させ、若し

くは当該指定居宅サービス事業者の当該指定に係る事業所に立ち入り、その

設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同

条第四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。

（勧告、命令等）

第七十六条の二 都道府県知事は、指定居宅サービス事業者が、当該指定に係

る事業所の従業者の知識若しくは技能若しくは人員について第七十四条第一

項の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の厚生労働省令で定める員数を

満たしておらず、又は同条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備

及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の運営をして

、いないと認めるときは、当該指定居宅サービス事業者に対し、期限を定めて

同条第一項の厚生労働省令で定める基準を遵守し、若しくは同項の厚生労働

省令で定める員数の従業者を有し、又は同条第二項に規定する指定居宅サー

ビスの事業の設備及び運営に関する基準を遵守すべきことを勧告することが

できる。

２ 都道府県知事は、前項の指定による勧告をした場合において、その勧告を

、受けた指定居宅サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは

その旨を公表することができる。

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定居宅サービス事業

者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該

指定サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべき
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ことを命ずることができる。

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を

公示しなければならない。

５ 市町村は、保険給付に係る指定居宅サービスを行った指定居宅サービス事

業者について、第七十四条第三項に規定する指定居宅サービスの事業の設備

及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の運営をして

いないと認めるときは、その旨を当該指定に係る事業所の所在地の都道府県

知事に通知しなければならない。

（指定の取消し等）

、第七十七条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては

、当該指定居宅サービス事業者に係る第四十一条第一項本文の指定を取り消し

又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができ

る。

一 指定居宅サービス事業者が、第七十条第二項第四号、第五号、第十号又

は第十一号のいずれかに該当するに至ったとき。

二 指定居宅サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若し

くは技能又は人員について、第七十四条第一項の厚生労働省令で定める

基準又は同項の厚生労働省令で定める員数を満たすことができなくなっ

たとき。

三 指定居宅サービス事業者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サー

ビスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービ

スの事業の運営をすることができなくなったとき。

四 指定居宅サービス事業者が、第七十四条第四項に規定する義務に違反し

たと認められるとき。

五 居宅介護サービス費の請求に関し不正があったとき。

六 指定居宅サービス事業者が、第七十六条第一項の規定により報告又は帳

簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告を

したとき。

七 指定居宅サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第七十

六条第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定によ

る質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定によ

る検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事

業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、

。当該指定居宅サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く

八 指定居宅サービス事業者が、不正の手段により第四十一条第一項本文の

指定を受けたとき。

九 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、この法律その

他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれ
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らの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。

十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、居宅サービス

等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。

十一 指定居宅サービス事業者が法人である場合において、その役員等のう

ちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとす

るとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をし

た者があるとき。

十二 指定居宅サービス事業者が法人でない病院等である場合において、そ

の管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしよ

うとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行

為をした者であるとき。

２ 市町村は、保険給付に係る指定居宅サービスを行った指定居宅サービス事

業者について、前項各号のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当

該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。
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参考条文

（文書の提出等）

第二十三条 市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保

険給付を受ける者若しくは当該保険給付に係る居宅サービス等（居宅サービ

ス（これに相当するサービスを含む 、地域密着型サービス（これに相当す。）

るサービスを含む 、居宅介護支援（これに相当するサービスを含む 、施。） 。）

設サービス、介護予防サービス（これに相当するサービスを含む 、地域密。）

着型介護予防サービス（これに相当するサービスを含む ）若しくは介護予防。

支援（これに相当するサービスを含む ）をいう。以下同じ ）を担当する者。 。

若しくは保険給付に係る第四十五条第一項に規定する住宅改修を行う者又は

これらの者であった者（第二十四条の二第一項第一号において「照会等対象

者」という ）に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しく。

は依頼し、又は当該職員に質問若しくは照会をさせることができる。

（帳簿書類の提示等）

第二十四条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、介護給付等（居宅介護住宅改

修費の支給及び介護予防住宅改修費の支給を除く。次項及び第二百八条にお

いて同じ ）に関して必要があると認めるときは、居宅サービスを行った者又。

はこれを使用する者に対し、その行った居宅サービス等に関し、報告若しく

は当該居宅サービス等の提供の記録、帳簿書類その他の物件の提示を命じ、

又は当該職員に質問させることができる。

２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、介護給付

等を受けた被保険者又は被保険者であった者に対し、当該介護給付等に係る

居宅サービス等（以下「介護給付等対象サービス」という ）の内容に関し、。

報告を命じ、又は当該職員に質問させることができる。

３ 前二項の規定による質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を

示す証明書を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなけ

ればならない。

４ 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。

（居宅介護サービス費の支給）

第四十一条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者（以下「要介護被保険

者」という ）が、都道府県知事が指定する者（以下「指定居宅サービス事業。

者」という ）から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所により行わ。

れる居宅サービス（以下「指定居宅サービス」という ）を受けたときは、当。

該居宅要介護被保険者に対し、当該指定居宅サービスに要した費用（特定福

祉用具の購入に要した費用を除き、通所介護、通所リハビリテーション、短
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期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入所者生活介護に要した費

用については、食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生

活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条におい

て同じ ）について、居宅介護サービス費を支給する。ただし、当該居宅要介。

護被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合におい

て、当該指定に係る種類以外の居宅サービスを受けたときは、この限りでな

い。


